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文 部 科 学 省 総 合 教 育 政 策 局 

男女共同参画共生社会学習・安全課 

自転車等の安全利用促進に向けた警察との更なる連携強化について（依頼） 

 このたび警察庁より、別添のとおり、学校等における自転車安全教育の重要性や警察と連携

した交通安全教育の推進等について周知依頼がありました。 

警察庁作成の資料（参考資料）によると、 

・自転車関連死亡・重傷事故件数について、令和３年中の年齢層別では、「19歳以下」が約

２割を占め、特に高校生は、小・中学生と比較して２倍程度で推移している

・平成 29 年から令和３年までの状態別死者・重傷者数の合計について、中学生では自転車

乗車中が約７割を占め、小学生も学齢が上がるにつれて自転車乗用中の割合が多くなって

いる

等の特徴が見られることから、児童・生徒への自転車安全教育のより一層の充実が必要です。 

また、本年４月に、 

・乗車用ヘルメット着用の努力義務が、全ての自転車利用者に対して課される

・16 歳以上の者であれば、一定の要件を満たす電動キックボード等の運転が、免許がなく

ても、可能になる

等を内容とする道路交通法の一部を改正する法律（令和４年法律第 32号）が公布されました。

（乗車用ヘルメットの着用については公布日から１年以内に、電動キックボード等について

は公布日から２年以内に施行されることとなります。）これらを踏まえ、児童・生徒に対する

自転車乗用中におけるヘルメット着用の重要性や高校生等に対する電動キックボード等に関

する正しい知識を周知するなど、安全教育の充実に努めていく必要があります。 

これまでも、各学校設置者や各学校では警察と連携し、交通安全教育の充実を図っていただ

いているところですが、今後は、警察との連携をより一層強化し、自転車に関する安全教育を

始め、児童・生徒に対する交通安全教育の更なる推進に努めるようお願いします。 

なお、警察と学校等との連携強化については、別途、警察庁から各都道府県警察本部等にも



通達されています。 

 各都道府県教育委員会におかれては、域内の指定都市を除く市区町村教育委員会及び所管の

学校（専修学校を含む。以下同じ。）に対し、各指定都市教育委員会におかれては所管の学校に

対し、各都道府県私立学校主管課におかれては、所轄の学校法人及び学校に対し、各国公立大

学担当課におかれては、所管の附属学校に対し、構造改革特別区域法（平成 14年法律第 189号）

第 12条第１項の認定を受けた各地方公共団体の学校設置会社担当課におかれては、所轄の学校

設置会社及び学校に対し、厚生労働省の専修学校主管課におかれては、所管の専修学校に対し

て、周知されるようお願いします。 

 

 

 

 
【問合せ先】 

文部科学省 総合教育政策局 
男女共同参画共生社会学習・安全課 
安全教育推進室 交通安全・防犯教育係 
電話：03-5253-4111（内線 2695） 
e-mail:anzen@mext.go.jp 



事 務 連 絡

令 和 ４ 年 ７ 月 1 1 日

文部科学省総合教育政策局

男女共同参画共生社会学習・安全課長 殿

警察庁交通局交通企画課長

自転車等の安全利用促進に向けた都道府県警察との更なる連携強化について（依頼）

警察では、良好な自転車交通秩序の実現に向け、特に小学生、中学生及び高校生に対す

る自転車安全利用に係る対策を効果的に行うため、別添のとおり、都道府県警察に対し、

教育委員会及び学校等と更なる連携強化を図り、児童・生徒に対する自転車安全教育をよ

り一層推進するよう指示することとしております。

つきましては、自転車等の安全利用促進に向けた取組がより効果的なものとなるよう、

各都道府県教育委員会等関係機関に対して、教育現場における自転車安全教育の重要性、

警察と連携した交通安全教育の推進等について周知していただきますようお願いします。
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原議保存期間 １年 (令和６年３月 3 1 日 ま で)

有 効 期 間 二種 ( 令和 ６年３月 3 1 日 ま で)

警 視 庁 交 通 部 長 警 察 庁 丁 交 企 発 第 1 8 4 号

各 道 府 県 警 察 本 部 長 殿 令 和 ４ 年 ７ 月 1 1 日

各管区警察局広域調整担当部長 警察庁交通局交通企画課長

（参考送付先）

警察大学校交通教養部長

自転車等の安全利用促進に向けた教育委員会及び学校等との更なる連携強化について

（通達）

各都道府県警察においては、「良好な自転車交通秩序の実現のための総合対策の更なる

推進について」（令和４年１月28日付け警察庁丙交企発第５号ほか）に基づき、都道府県

ごとの情勢を踏まえ、自転車の安全利用に係る諸対策を推進しているところであるが、令

和３年中の自転車関連死亡・重傷事故件数を年齢層別に見ると、「19歳以下」が約２割を

占めているほか、小学生、中学生及び高校生の別にその推移を見ると、高校生は、小・中

学生と比較して２倍程度で推移するなど、高校生に対する対策の必要性が特に高くなって

いる。加えて、平成29年から令和３年の状態別死者・重傷者数を見ると、中学生では自転

車乗用中が約７割を占め、小学生も学齢が上がるにつれ自転車乗用中の割合が多くなって

おり、小学校及び中学校においても自転車安全教育が重要であるといえる。

また、本年４月に公布された道路交通法の一部を改正する法律（令和４年法律第32号。

以下「改正道路交通法」という。）により、全ての自転車利用者に対して乗車用ヘルメッ

ト着用の努力義務が課されることとなるが、自転車乗用中の交通事故死傷者におけるヘル

メット着用者の割合を見ると、小・中学生においては徐々に着用率は上昇しているものの、

いまだ十分な水準とは言えず、また、高校生においては着用が浸透していない状況であり、

これらの年齢層の着用率向上は大きな課題となっている。

加えて、改正道路交通法により、電動キックボード等の一定の要件を満たす原動機付自

転車を特定小型原動機付自転車と位置付け、自転車と同様の交通ルールを定めることとさ

れたところ、特定小型原動機付自転車については、高校生等の16歳以上の者が運転免許を

有さずに運転が可能となることから、高校生等に対し、基本的な交通ルールや電動キック

ボード等に関する正しい知識の周知がこれまで以上に重要となる。

当庁では、このような情勢を踏まえ、文部科学省主催の「学校安全行政担当者連絡協議

会」において、教育委員会等に対し、高校生をはじめとする児童・生徒に対する自転車に

関する交通安全教育の取組強化や都道府県警察との連携強化を依頼するなど、高校生等に

対する交通安全対策を推進しているところである。

各位にあっては、都道府県警察において教育委員会及び学校等との更なる連携の強化を

図るとともに、自転車の安全利用促進に向けた諸対策がより効果的なものとなるよう取組

を推進されたい。

なお、文部科学省から教育委員会等に対して本通達の内容が通知されるので、参考とさ

れたい。



自転車関連死亡・重傷事故件数の推移

１ 自転車関連死亡・重傷事故件数の推移

注 ・自転車乗用者が第１又は第２当事者となった事故の件数であり、同じ条件の自転車乗用者の相互事故は１件とし、第１当事者の件数を計上した。以下同じ。

図 自転車関連死亡・重傷事故（第１・第２当事者）件数の推移（平成23年～令和３年）
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（件） （件）

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3

19歳以下 2,745 2,618 2,396 2,285 1,968 1,757 1,933 1,666 1,572 1,274 1,420

20代 976 898 833 892 758 714 758 734 735 625 658

30代 824 796 757 701 657 574 627 674 578 516 544

40代 957 892 841 864 815 780 842 799 803 696 734

50代 1,192 1,045 1,006 941 870 845 890 873 893 861 879

60～64歳 1,054 963 795 759 634 574 538 527 455 384 370

65歳以上 4,132 4,036 3,912 3,819 3,767 3,633 3,519 3,387 3,247 2,917 2,728

合計 11,880 11,248 10,540 10,261 9,469 8,877 9,107 8,660 8,283 7,273 7,333
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２ 児童・生徒の自転車関連死亡・重傷事故件数の推移

児童・生徒の自転車関連死亡・重傷事故件数の推移

図 児童・生徒の自転車関連死亡・重傷事故（第１・第２当事者）件数
の推移（平成23年～令和３年）

図 児童・生徒の自転車関連死亡事故（第１・第２当事者）件数の推移
（平成23年～令和３年）

児童・生徒の自転車関連死亡事故件数の推移
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自転車関連死亡・重傷事故件数では、高校生は小中学生と比較して２倍程度で推移

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3

高 校 生 1,059 1,037 945 938 788 785 806 763 749 561 655

中 学 生 686 651 583 539 460 355 459 377 343 300 326

小 学 生 659 626 559 539 418 395 430 279 258 237 247

高 校 生 31 20 13 14 16 11 10 12 7 9 9

中 学 生 7 8 8 5 4 5 3 7 0 2 6

小 学 生 11 6 8 10 11 9 9 5 6 6 5

うち死亡事故

死亡・重傷事故



３ 児童・生徒の状態別死者・重傷者数

図 児童・生徒の状態別死者・重傷者数（平成29年～令和３年合計）

児童・生徒の状態別死者・重傷者数

自動車乗車中 二輪車乗車中 自転車乗用中 歩行中 その他 合計

低学年 117 2 277 1,249 2 1,647

構成率 7.1% 0.1% 16.8% 75.8% 0.1% 100%

中学年 139 3 557 825 1 1,525

構成率 9.1% 0.2% 36.5% 54.1% 0.1% 100%

高学年 98 5 548 448 0 1,099

構成率 8.9% 0.5% 49.9% 40.8% 0.0% 100%

中学生 172 75 1,568 408 1 2,224

構成率 7.7% 3.4% 70.5% 18.3% 0.0% 100%

高校生 379 1,558 2,912 393 7 5,249

構成率 7.2% 29.7% 55.5% 7.5% 0.1% 100%

全年齢 7,577 7,432 6,950 7,817 64 29,840

構成率 25.4% 24.9% 23.3% 26.2% 0.2% 100%



４ 道路交通法の一部を改正する法律（概要・抜粋）

・ 頭部受傷の交通事故において、ヘルメット着用による被害軽減効果は、統計上明らかであり、世代を問わず、

着用が望ましい。

・ 小・中学生のヘルメット着用は徐々に進んでいるが、その他の年代では着用が浸透していない。

・ 第11次「交通安全基本計画」において、全ての年齢層の自転車利用者に対して、ヘルメット着用を推奨

・ 性能上の最高速度や大きさが自転車と同程度の電動キックボード等について、

自転車と同様の交通ルールを新たに定める。

・ 最高速度：一般的な自転車利用者の

速度 （時速20km以下）

・ 車体の大きさ： 長さ190㎝×幅60㎝

※ 普通自転車相当

(1) 最高速度、車体の大きさ等 (2) 運転することができる者

(3) 通行場所 (4) 乗車用ヘルメット

・ 年齢制限（16歳未満の者は運転を禁止）、
運転免許は不要

・ 販売やシェアリング事業を行う者に対し、
交通安全教育を行う努力義務を課す

・ 車道、普通自転車専用通行帯、自転車道を通行

※ 最高速度の制御（６㎞/h）とそれに連動する表示をした場合

には、例外的に歩道（自転車歩道通行可の歩道のみ）等の

通行可

・ 全ての年齢層で、着用は努力義務

現在は、
原動機付自転車

に該当し、

原付以上の免許
が必要

(5) 違反者に対する措置

・ 交通反則通告制度及び放置違反金制度の対象とする
・ 悪質・危険な違反行為を繰り返す者には講習の受講

を命令（命令違反には罰則）

全ての年齢層に対する自転車乗用時のヘルメット着用の努力義務化

新たな交通ルール（特定小型原動機付自転車）

（施行日：公布日から１年以内の政令で定める日）

（施行日：公布日から２年以内の政令で定める日）

令和４年４月27日公布

○ 全ての年齢層に対する自転車乗用時の乗車用ヘルメット着用の努力義務化
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